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調査方法（フロー図） 

【ステップ１】急傾斜地の規模別分類 

【ステップ３】大規模急傾斜地の抽出 

県による事業の対象になり得る箇所 

【ステップ４】小規模急傾斜地の抽出 

国の補助要件に該当しない 

小規模な箇所 

【ステップ５】概算事業費の算出 

【ステップ６】優先度の評価 

【ステップ７】調査結果の取りまとめ 

小規模D 小規模B 大規模

小規模D 小規模C 小規模A

０戸 ５戸　 １０戸　

１０ｍ

５ｍ

０ｍ

斜面高さ

人家戸数

県の土砂災害警戒区域の基礎調査結果と最新の住宅地図等をもと

に、斜面を規模別（斜面高さ、人家戸数）に分類。 

ステップ１の小規模ABCから 

人工崖を除外 

【ステップ２】人家5戸未満の箇所（小規模D）を除外 

箇所毎に算出、施工面積×標準的な単価（3万円/㎡） 

崖の高さ、人家戸数、要配慮者利用施設の立地状況などで評価 

箇所別調書、一覧表、全体図を作成 

ステップ１の大規模から 

人工崖を除外 

がけの高さ 
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（別紙３） 

急傾斜地崩壊防止工事の概要 

○急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律 

（昭和 44 年 7 月 1 日法律第 57 号） 

最終改正：平成 17 年 7 月 6 日法律第 82 号 

（都道府県の施行する急傾斜地崩壊防止工事）  

第十二条 都道府県は、急傾斜地崩壊防止工事のうち、制限行為に伴う急傾斜地の

崩壊を防止するために必要な工事以外の工事（人工崖以外の自然崖に対す

る工事）で、当該急傾斜地の所有者、管理者若しくは占有者又は当該急傾

斜地の崩壊により被害を受けるおそれのある者が施行することが困難又

は不適当と認められるものを施行するものとする。 

○急傾斜地崩壊対策事業（国土交通省の補助事業）の採択基準 

１ 自然崖 

２ 崖の傾斜度30°以上、高さ１0m以上 

３ 人家概ね10戸以上に倒壊等著しい被害を及ぼすおそれのあるもの 

 （ただし要配慮者利用施設が立地している場合は5戸以上等別途条件あり） 

４ 事業費7,000万円以上 

５ 移転適地が無い 

30°以上

高さ 10m以上

人家概ね 10戸以上

自然崖

概ね崖の高さと同じ範囲

概ね崖の高さの 2倍の範囲
（概ね 50mを限度）

図 採択基準のイメージ
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急傾斜地崩壊対策事業の流れ 

がけ崩れのおそれがあるなど、地元住民等から相談を受ける 

（市各区総務企画課、建設局河川整備課） 

県の事業の対象になり得るかの確認（市河川整備課） 

県と協議（市河川整備課） 

事業可能性の判断（県） 

地元へ説明（市河川整備課） 

・要望者、地域代表者、住民等に県事業の概要を説明 

・事業実施に必要な手続きの依頼 

土地所有者の調査、県への土地無償譲渡の承諾のとりつけ 

要望書のとりまとめと市への提出など 

要望書の提出（地元⇒市河川整備課⇒県） 

事業の開始（県） 

④用地の無償譲渡契約（県と土地所有者） 

③急傾斜地崩壊危険区域の指定（法指定） 

②用地測量、境界確認 

①地質調査、測量、設計 

⑤工事着手 

～完了 

・現地調査や地権者調査などを行い国の補助要件への該当を確認 

自然崖、崖の高さ10m以上、人家10戸以上など 

・国土交通省と協議し、事業可能性を判断 

自然崖、崖の高さ10m以上、人家10戸以上など 

NO 

YES 

NO 

YES 

【原則】土地所有者等が対策工事を実施。 

・土地所有者等へ対策を要請するようアドバイス。 

・日頃から注意を払うことと、早めの避難を勧める。 

・緊急度が高い場合は、ワイヤーセンサーや警報機を設置し警戒避

難体制を強化。 

用地の無償取得が不可能 

・土地所有者が協力しない 

・土地所有者が不明 

・境界が未確定 

・地図混乱など 

相
談
か
ら
要
望
書
の
提
出
ま
で
概
ね
２
～
６
ヶ
月

約
２
年

３
年
～７

年

相
談
か
ら
工
事
完
了
ま
で
５
年
か
ら
１
０
年
を
要
す
る

今回の調査により、

県事業の確認や判

断が迅速になる。

今回の調査により、

県事業の確認や判

断が迅速になる。 

（別紙６）
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